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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成23年12月19日に提出いたしました第67期(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)の有価証券

報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提

出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

　第一部　企業情報

　第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1)連結財務諸表

注記事項

　(退職給付関係)

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　
　

第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

【注記事項】

(退職給付関係)

　
(訂正前)

当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。適格退職年金制度については、平成23年10月１日に確定拠出年金制度へ移行し

ました。当移行に関しては、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)

を適用しております。欧州の連結子会社の一部においても、確定給付型の制度を設けております。また、米国

及び欧州の連結子会社の一部においては、確定拠出型年金制度を設けております。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している総合設立型厚生年金基金に関する事項は次のとおり

であります。

(1)制度全体の積立状況に関する事項(平成23年3月31日)

①年金資産の額 67,497百万円

②資産評価調整加算額 4,759百万円

③年金財政計算上の給付債務の額 94,726百万円

差引額(①＋②－③) △22,470百万円

(2)制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(平成23年3月31日現在)　　2.85%

(3)補足説明

上記(1)の差引額の主な原因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高の15,339百万円であります。本制

度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。

EDINET提出書類

ホソカワミクロン株式会社(E01676)

訂正有価証券報告書

2/4



　

２　退職給付債務に関する事項(平成23年９月30日)

①退職給付債務 △3,710百万円

②年金資産　　 313百万円

③未積立退職給付債務(①+②) △3,397百万円

④未認識数理計算上の差異 △125百万円

⑤未認識過去勤務債務(債務の増額) 20百万円

⑥退職給付引当金(③+④+⑤)　(注) △3,501百万円

　(注) 　翌期要支給額64百万円は、その他流動負債に含めて表示しております。

適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行に伴う影響は次のとおりであります。

①退職給付債務の減少 869百万円

②年金資産の減少　　 △608百万円

③未認識数理計算上の差異 △275百万円

④退職給付引当金の増加(①+②+③)　 △14百万円

(注)　 確定拠出年金制度への移行に伴う損益223百万円との差額208百万円は、制度移行に伴う追加拠出額でありま

す。　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

①勤務費用 286百万円

②利息費用 132百万円

③期待運用収益額 △52百万円

④数理計算上の差異の費用処理額 32百万円

⑤確定拠出型年金制度への掛金等 164百万円

⑥退職給付費用(①+②+③+④+⑤)　 565百万円

⑦確定拠出年金制度への移行に伴う損益 223百万円

⑧　　　計(⑥＋⑦) 789百万円

　　(注)　総合設立型厚生年金基金への要拠出額は勤務費用に含めております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準

②割引率 1.5%(海外は4.15%～4.9%)

③期待運用収益率 3.0%(海外は3.5%)

④数理計算上の差異の処理年数 14～15年(発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、翌連結
会計年度から費用処理することとしておりま
す。)

⑤当社の過去勤務債務の額の処理年数 14年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数による定額法により費用処理す
ることとしております。)

　

(訂正後)

当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。適格退職年金制度については、平成23年10月１日に確定拠出年金制度へ移行し

ました。当移行に関しては、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)

を適用しております。欧州の連結子会社の一部においても、確定給付型の制度を設けております。また、米国

及び欧州の連結子会社の一部においては、確定拠出型年金制度を設けております。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している総合設立型厚生年金基金に関する事項は次のとおり

であります。

(1)制度全体の積立状況に関する事項(平成23年3月31日)

①年金資産の額 67,497百万円

②資産評価調整加算額 4,759百万円
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③年金財政計算上の給付債務の額 94,726百万円

差引額(①＋②－③) △22,470百万円

(2)制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(平成23年3月31日現在)　　2.85%

(3)補足説明

上記(1)の差引額の主な原因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高の15,339百万円であります。本制

度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。

２　退職給付債務に関する事項(平成23年９月30日)

①退職給付債務 △3,710百万円

②年金資産　　 313百万円

③未積立退職給付債務(①+②) △3,397百万円

④未認識数理計算上の差異 △125百万円

⑤未認識過去勤務債務(債務の増額) 20百万円

⑥退職給付引当金(③+④+⑤)　(注) △3,501百万円

　(注) 　翌期要支給額64百万円は、その他流動負債に含めて表示しております。

適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行に伴う影響は次のとおりであります。

①退職給付債務の減少 869百万円

②年金資産の減少　　 △608百万円

③未認識数理計算上の差異 △275百万円

④退職給付引当金の増加(①+②+③)　 △14百万円

(注)　 確定拠出年金制度への移行に伴う損益223百万円との差額208百万円は、制度移行に伴う追加拠出額でありま

す。　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

①勤務費用 286百万円

②利息費用 132百万円

③期待運用収益額 △52百万円

④数理計算上の差異の費用処理額 32百万円

⑤当社の過去勤務債務の費用処理額 2百万円

⑥確定拠出型年金制度への掛金等 164百万円

⑦退職給付費用(①+②+③+④+⑤+⑥)　 565百万円

⑧確定拠出年金制度への移行に伴う損益 223百万円

⑨　　　計(⑦＋⑧) 789百万円

　　(注)　総合設立型厚生年金基金への要拠出額は勤務費用に含めております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準

②割引率 1.5%(海外は4.15%～4.9%)

③期待運用収益率 3.0%(海外は3.5%)

④数理計算上の差異の処理年数 14～15年(発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、翌連結
会計年度から費用処理することとしておりま
す。)

⑤当社の過去勤務債務の額の処理年数 14年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数による定額法により費用処理す
ることとしております。)
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